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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含んでおりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。第26期より契約社員を従業員数に含めて記載しております。

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 6,980,690 7,023,051 7,320,809 14,247,327 14,485,925

経常利益 (千円) 404,509 429,022 344,596 921,865 968,009

中間(当期)純利益 (千円) 234,353 241,346 194,925 565,354 537,725

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 934,682 934,682 934,682 934,682 934,682

発行済株式総数 (株) 4,703,063 4,703,063 4,703,063 4,703,063 4,703,063

純資産額 (千円) 4,513,831 4,935,911 5,205,968 4,789,168 5,126,215

総資産額 (千円) 8,017,747 7,864,432 8,114,402 8,253,950 8,389,165

１株当たり純資産額 (円) 959.82 1,049.57 1,106.99 1,016.70 1,090.04

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 49.83 51.32 41.45 118.55 114.34

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 15.00 22.50 20.00 32.50 40.00

自己資本比率 (％) 56.3 62.8 64.2 58.0 61.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 90,206 63,294 △92,296 567,267 627,311

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 72,769 27,923 26,146 204,947 65,060

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △207,731 △315,608 △211,258 △495,423 △516,021

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 566,788 663,945 787,276 888,335 1,064,686

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
559
(579)

570
（404)

897
（421)

573
(460)

813
(369)



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

(2) 主要な関係会社の異動 

当中間会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

      

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員（契約社員を含む）であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を( )外数で

記載しております。 

２ 前事業年度末に比べ従業員数が84名増加しておりますが、この増加の主な内容は前事業年度より雇用安定化

と販売の質的向上を目的として、アルバイト社員雇用から契約社員雇用へ切替えたことによるものでありま

す。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 897（421）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における国内景気は、業種により差はあるものの基調としては企業収益の着実な増加や個人消費

に支えられ拡大傾向にありましたが、原油市況の上昇による石油関連製品の値上がり懸念や米国経済への不安感等

により金融市場は安定しませんでした。小売業界におきましては、記録的な猛暑や地震、台風等が、特に7月以降の

売上に少なからぬ影響を与えました。また相次ぐ百貨店の再編発表等もあり、景気の先行きについては不透明感が

拡大してまいりました。 

 このような状況の下、当社は主力のハウス オブ ローゼ事業（ハウス オブ ローゼ店舗における化粧品、雑貨商

品およびサプリメント等の販売事業）において固定客化の進展を図ると共に、新規の「カーブス」事業や新業態店

舗の開発、育成に取組みました。  

 ハウス オブ ローゼ事業売上高は、上半期を通してみれば前年同期比2.6％と安定的な増加となりました。ただ、

夏場以降は記録的な猛暑の影響によりスキンケアの売上が鈍化し、さらにサマーセールにおけるスキンケアの販売

比率を前年度より低下させたこと等により、スキンケアの売上高は前年同期比で0.5％増に留まりました。  

 一方、メイクアップ化粧品は、新商品のファンデーション等が売上に貢献し、同11.8％と伸長いたしました。ま

た、ヘアケア・ボディケアにつきましては、新商品の開発や商品リニューアルが売上に寄与すると共に、サマーセ

ールでの販売比率を高めたことにより、同6.6％の増加となりました。健康食品につきましては、現在取扱規模を縮

小中であります。  

 米国発祥の女性専用小型フィットネスクラブ「カーブス」のフランチャイジー事業を前期から開始いたしまし

た。前期は年間で5店舗出店し、売上高73百万円を計上しました。当期は年間で10店舗程度の新規出店を計画してお

ります。当社ではこの事業の特性を生かすべく、出店場所としては住宅地域や商店街にターゲットを置き、東京都

を中心に首都圏での店舗展開を行っておりますが、他の「カーブス」フランチャイジー事業者との立地競合が非常

に激しくなってきたことから、好立地を早期に確保するべく出店時期を前倒しで行ってまいりました。  

 そのため、スタッフの採用や店舗物件の契約等も早めることとなり、経費の発生が計画より先行する形となりま

した。当中間会計期間では新たに8店舗を出店し、売上高は74百万円と当初計画より20％以上増加しましたが、経費

先行の結果、事業利益は計画よりマイナス幅が大きくなり、この影響が全社利益の減少要因となりました。  

 この結果、当中間会計期間では売上高は73億20百万円、前年同期比104.2％と増加いたしましたが、「カーブス」

事業の経費等の増加により営業利益3億45百万円（前年同期比80.7％）、中間純利益は1億94百万円（同80.8％）と

減少いたしました。当中間会計期間は増収減益となりましたが、要因が明確でありますので下期には回復を図る所

存でございます。  

                                                    

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、277,409千円減少し、787,276千円と

なりました。 

 また、当中間会計期間におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。                

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動に使用した資金は、92,296千円（前年同期は63,294千円の獲得）となりました。 

 これは主に税引前中間純利益の減少によるものであります。                       

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、26,146千円（前年同期比6.4％減）となりました。 

 これは主に投資有価証券の売却によるものであります。                   

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は、211,258千円（前年同期比33.1％減）となりました。 

 これは主に長期借入金の返済によるものであります。 

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 商品仕入実績 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 事業区分別売上実績 

 
(注) 1 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

     2 その他は、社員に対する販売等であります。 

  

(3) 商品分類別及びサービス売上実績 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(千円)

前年同期比（％）

スキンケア化粧品 550,231 122.3

メイクアップ化粧品 160,254 101.0

頭髪・ボディ・バスプロダクツ 636,445 113.2

化粧雑貨品 232,641 87.2

健康食品・その他 249,750 156.3

リフレクソロジー 5,587 82.4

合計 1,834,911 114.4

区分

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(千円)

前年同期比（％）

直営店 6,713,589 103.6

卸 540,906 113.4

その他 66,313 97.8

合計 7,320,809 104.2

区分

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(千円)

前年同期比（％）

スキンケア化粧品 3,132,796 100.3

メイクアップ化粧品 769,558 111.4

頭髪・ボディ・バスプロダクツ 1,907,741 106.0

化粧雑貨品 630,589 99.5

健康食品・その他 300,182 118.9

リフレクソロジー 579,940 110.7

合計 7,320,809 104.2



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

       

（株式会社の支配に関する基本方針） 

①基本方針の内容 

当社は、経営権の異動に伴う企業活動の活性化の意義について否定するものではありませんが、当社の財務およ

び事業を支配すべき者の在り方としては、培ってきた経営ノウハウにより顧客の支持・信頼を得て、継続的に事業

を発展させると共に、当社の経営理念に則り、株主をはじめとするステークホルダーの価値の向上を図るものでな

ければならないと考えております。           

②取組みの具体的な内容 

イ．当社財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み  

 当社は現在、連結財務諸表作成会社といたしておりません。当社は創業以来の化粧品販売事業をコアビジネスと

捉え、それを補完する事業を行いつつも経営資源の大部分を化粧品販売事業に投入しております。子会社につきま

しても、主として化粧品販売事業を進展するために法令に従い、必要最小範囲において当社が100％出資し設立して

おります。以上のように当社に集中して投入された経営資源（財産）の活用につきましては、剰余金の処分は株主

総会での決議事項としておりますが、基本方針は取締役会にて定め、執行役員制度の下、「業務分掌規程」や「職

務権限規程」をはじめとする各種規程に従い執行し、その結果をフィードバックしております。さらに監査役およ

び内部監査において定期的に適法性・妥当性および統制状況についてモニタリングを行っております。  

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって当該株式会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み  

 当社は現在のところ所謂「買収防衛策」は導入しておりませんが、仮に当社の財産および経営権を支配あるいは

影響力を行使する目的で当社株式の大量取得を表明する者が出現した場合には、基本方針に照らし慎重にその適正

性を判断し、当社として最も適切であると考えられる措置を講ずるものといたします。具体的には、社外の専門家

を含め、当該買収提案の評価や表明者との交渉を行い、その中で当社の経営理念、企業価値に適合せず、また株主

共同の利益に資さないと判断した場合には、速やかに対抗措置の要否および内容等を決定し実行する体制を整えま

す。                       

③取組みの該当性に関する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由 

イ．当該取組みが基本方針に沿うものであること。  

 当社の「会社の支配に関する基本方針」は、取締役会において決議いたしました。基本方針にも掲げているよう

に、当社は、経営権の異動に伴う企業活動の活性化の意義について否定するものではありません。従いまして当社

株式の大量取得を表明する者が出現した場合には、基本方針に照らし慎重にその適正性を個別に判断し、当社とし

て最も適切であると考えられる措置を講ずるものとしております。  

ロ．当該取組みが当社株主の共同の利益を損なうものではないこと。  

 現在「買収防衛策」を導入せず個別に評価し、社外の専門家を含め第三者の意見に基づき措置を講ずることとし

ております。  

ハ．当該取組みが当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと。  

 当社は、顧客の支持をはじめ様々なステークホルダーの支援により現在に至っていると考えております。経営理

念もその認識を踏まえて掲げているものであり、当社はそれに基づき事業活動に努めております。今回の基本方針

は、そのことを十分念頭において取締役会にて決議いたしました。  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

   

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,703,063 4,703,063 東京証券取引所 市場第二部 ―

計 4,703,063 4,703,063 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 4,703,063 ― 934,682 ― 1,282,222

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ワコールホールディングス 京都府京都市南区吉祥院中島町29番地 950 20.20

株式会社ローズエージェンシー 東京都港区北青山2丁目9-15 718 15.28

川原 暢 千葉県市川市 234 4.99

安原 淳子 東京都台東区 132 2.81

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6-6 130 2.76

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13-1 130 2.76

ハウスオブローゼ従業員持株会 東京都港区赤坂2丁目21-7 76 1.62

川上 三郎 埼玉県飯能市 50 1.06

シティバンク ロンドン ペンションフ
ァンド メタル エン テクニー
ク レ ビーエッチディ2エー（常任代
理人 シティバンク銀行株式会社）

BURGEMEESTER ELSENLAAN 329，RIJSWIJK，
THE NETHERLANDS 
（東京都品川区東品川2丁目3-14）

45 0.96

パーフェクトリバティー教団 大阪府富田林市大字新堂2172-1 40 0.85

計 ― 2,507 53.31



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式 64株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

 【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式     200
―

権利内容に何ら限定のない当 
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,702,300 47,023 同上

単元未満株式 普通株式      563 ― 同上

発行済株式総数 4,703,063 ― ―

総株主の議決権 ― 47,023 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ハウスオブローゼ

東京都港区赤坂2丁目21番7号 200 ― 200 0.0

計 ― 200 ― 200 0.0

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,687 1,630 1,665 1,659 1,651 1,627

最低(円) 1,608 1,605 1,605 1,626 1,597 1,596



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表については、新日本監査法人によ

り中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

 第26期中間会計期間の中間財務諸表 みすず監査法人 

 第27期中間会計期間の中間財務諸表 新日本監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第5条第2項により、当

社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない

程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

                                                     

 ① 資産基準           0.90％ 

 ② 売上高基準             0.02％ 

 ③ 利益基準            0.61％ 

 ④ 利益剰余金基準        0.16％ 

 ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,843,945 1,967,276 2,244,686

２ 受取手形 ※３ 1,582 848 2,122

３ 売掛金 919,908 934,860 985,751

４ 商品 1,234,792 1,330,542 1,281,174

５ 前渡金 14,465 31,313 －

６ 繰延税金資産 95,682 102,920 100,037

７ その他 23,032 20,926 8,982

  貸倒引当金  -  △1,122 △829

  流動資産合計 4,133,409 52.6 4,387,565 54.1 4,621,925 55.1

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

 (1) 建物 ※２ 596,754 566,572 580,369

 (2) 土地 ※２ 1,520,473 1,520,473 1,520,473

 有形固定資産合計 2,117,227 26.9 2,087,045 25.7 2,100,842 25.1

２ 無形固定資産

 (1) 借地権 442 442 442

 (2) 商標権 － 2,375 2,500

 無形固定資産合計 442 0.0 2,817 0.0 2,942 0.0

３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 161,523 123,192 148,338

 (2) 繰延税金資産 164,053 186,008 168,390

 (3) 差入保証金 1,061,665 1,045,901 1,049,614

 (4) その他 255,059 281,871 297,111

   貸倒引当金 △28,950 － －

投資その他の資産合計 1,613,353 20.5 1,636,974 20.2 1,663,455 19.8

 固定資産合計 3,731,022 47.4 3,726,836 45.9 3,767,240 44.9

 資産合計 7,864,432 100.0 8,114,402 100.0 8,389,165 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 935,660 1,100,901 1,157,264

２ 買掛金 183,717 192,133 268,736

３  1年以内返済予定 
  長期借入金

※２ 179,200 135,160 166,760

４ 未払金 118,131 102,461 143,029

５ 未払法人税等 194,599 186,281 242,233

６ 未払消費税等 52,379 43,051 55,911

７ 賞与引当金 173,075 188,632 173,823

８ 役員賞与引当金 － 2,500 10,600

９ その他 240,992 240,468 258,088

  流動負債合計 2,077,757 26.4 2,191,591 27.0 2,476,447 29.5

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 409,660 230,140 327,500

２ 退職給付引当金 336,133 355,502 348,488

３ 役員退職慰労引当金 97,156 108,244 102,700

４ 預り保証金 7,813 14,245 7,813

５ その他 － 8,710 －

 固定負債合計 850,763 10.8 716,842 8.8 786,502 9.4

 負債合計 2,928,520 37.2 2,908,433 35.8 3,262,950 38.9



 
  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 934,682 11.9 934,682 11.5 934,682 11.1

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,282,222 1,282,222 1,282,222

  資本剰余金合計 1,282,222 16.3 1,282,222 15.8 1,282,222 15.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 119,666 119,666 119,666

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 2,400,000 2,600,000 2,400,000

    繰越利益剰余金 1,192,195 1,295,388 1,382,761

   利益剰余金合計 3,711,862 47.2 4,015,054 49.5 3,902,428 46.5

 ４ 自己株式 △203 △0.0 △203 △0.0 △203 △0.0

   株主資本合計 5,928,562 75.4 6,231,754 76.8 6,119,128 72.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

34,043 20,639 33,781

 ２ 土地再評価差額金 △1,026,694 △1,046,426 △1,026,694

   評価・換算差額等 
   合計

△992,651 △12.6 △1,025,786 △12.6 △992,913 △11.8

   純資産合計 4,935,911 62.8 5,205,968 64.2 5,126,215 61.1

   負債純資産合計 7,864,432 100.0 8,114,402 100.0 8,389,165 100.0



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 7,023,051 100.0 7,320,809 100.0 14,485,925 100.0

Ⅱ 売上原価 1,896,405 27.0 2,033,693 27.8 3,999,078 27.6

売上総利益 5,126,646 73.0 5,287,116 72.2 10,486,846 72.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,698,870 66.9 4,941,905 67.5 9,511,772 65.7

営業利益 427,776 6.1 345,210 4.7 975,073 6.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 31,939 0.4 11,263 0.2 39,926 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 30,694 0.4 11,877 0.2 46,990 0.3

経常利益 429,022 6.1 344,596 4.7 968,009 6.7

Ⅵ 特別利益
※３

－ － 12,979 0.2 14,504 0.1

Ⅶ 特別損失
※4・
6

4,560 0.1 8,710 0.1 21,961 0.2

税引前中間(当期)純利益 424,462 6.0 348,865 4.8 960,552 6.6

法人税、住民税及び事業税 179,832 165,458 428,056

法人税等調整額 3,283 183,115 2.6 △11,517 153,940 2.1 △5,229 422,827 2.9

中間(当期)純利益 241,346 3.4 194,925 2.7 537,725 3.7



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 934,682 1,282,222 1,282,222

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 役員賞与

 別途積立金の積立

 中間純利益

 株主資本以外の項目 
 の中間期変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計(千円) － － －

平成18年９月30日残高(千円) 934,682 1,282,222 1,282,222

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 119,666 2,200,000 1,240,998 3,560,664 △203 5,777,365

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △82,298 △82,298 △82,298

 役員賞与 △7,850 △7,850 △7,850

 別途積立金の積立 200,000 △200,000 － －

 中間純利益 241,346 241,346 241,346

株主資本以外の項目 
の中間期変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計(千円) － 200,000 △48,802 151,197 － 151,197

平成18年９月30日残高(千円) 119,666 2,400,000 1,192,195 3,711,862 △203 5,928,562

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 38,497 △1,026,694 △988,196 4,789,168

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △82,298

 役員賞与 △7,850

 別途積立金の積立 －

 中間純利益 241,346

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△4,454 △4,454 △4,454

中間会計期間中の変動額合計(千円) △4,454 － △4,454 146,742

平成18年９月30日残高(千円) 34,043 △1,026,694 △992,651 4,935,911



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 934,682 1,282,222 1,282,222

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 別途積立金の積立

 中間純利益

 株主資本以外の項目 
 の中間期変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計(千円) － － －

平成19年９月30日残高(千円) 934,682 1,282,222 1,282,222

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 119,666 2,400,000 1,382,761 3,902,428 △203 6,119,128

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △82,298 △82,298 △82,298

 別途積立金の積立 200,000 △200,000 － －

 中間純利益 194,925 194,925 194,925

株主資本以外の項目 
の中間期変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

200,000 △87,373 112,626 112,626

平成19年９月30日残高(千円) 119,666 2,600,000 1,295,388 4,015,054 △203 6,231,754

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 33,781 △1,026,694 △992,913 5,126,215

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △82,298

 別途積立金の積立

 中間純利益 194,925

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△13,141 △19,731 △32,873 △32,873

中間会計期間中の変動額合計(千円) △13,141 △19,731 △32,873 79,752

平成19年９月30日残高(千円) 20,639 △1,046,426 △1,025,786 5,205,968



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 934,682 1,282,222 1,282,222

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 －

 役員賞与 －

 別途積立金の積立 －

 当期純利益 －

 株主資本以外の項目 
 の事業年度中の変動額（純額）

－

事業年度中の変動額合計(千円) － － －

平成19年３月31日残高(千円) 934,682 1,282,222 1,282,222

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 119,666 2,200,000 1,240,998 3,560,664 △203 5,777,365

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △188,111 △188,111 △188,111

 役員賞与 △7,850 △7,850 △7,850

 別途積立金の積立 200,000 △200,000 － －

 当期純利益 537,725 537,725 537,725

株主資本以外の項目 
の事業年度中の変動額（純額）

－ －

事業年度中の変動額合計(千円) － 200,000 141,763 341,763 － 341,763

平成19年３月31日残高(千円) 119,666 2,400,000 1,382,761 3,902,428 △203 6,119,128

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 38,497 △1,026,694 △988,196 4,789,168

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △188,111

 役員賞与 △7,850

 別途積立金の積立 －

 当期純利益 537,725

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△4,716 － △4,716 △4,716

事業年度中の変動額合計(千円) △4,716 － △4,716 337,046

平成19年３月31日残高(千円) 33,781 △1,026,694 △992,913 5,126,215



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成19年４月１日
至  平成19年９月30日)

前事業年度
(自  平成18年４月１日
至  平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

 税引前中間(当期)純利益 424,462 348,865 960,552

 減価償却費 16,384 13,797 32,769

 減損損失 － 8,710 －

 賞与引当金の増減額 8,545 14,808 9,293

 役員賞与引当金の増減額 － △ 8,100 10,600

 退職給付引当金の増減額 11,297 7,013 23,652

 役員退職慰労引当金の増減額 △ 16,806 5,544 △ 11,262

 貸倒引当金の増減額 △ 2,993 293 △ 2,163

 受取利息及び受取配当金 △ 1,854 △ 3,181 △ 3,418

 支払利息 6,409 5,192 12,434

 投資有価証券評価損 4,560 － 4,560

 投資有価証券売却益 － △ 12,979 △ 12,340

 売上債権の増減額 45,818 52,165 △ 20,564

 たな卸資産の増減額 116,876 △ 49,367 70,493

 仕入債務の増減額 △ 220,353 △ 132,966 86,269

 未払消費税等の増減額 △ 45,372 △ 12,859 △ 41,840

 未払費用の増減額 1,963 △ 24,987 25,070

 その他流動資産増減額 △ 29,238 △ 43,257 △ 721

 その他流動負債増減額 10,298 △ 32,836 29,545

 その他固定資産増減額 △ 21,942 △ 4,366 △ 95,444

 役員賞与の支払額 △ 7,850 － △ 7,850

 小計 300,205 131,487 1,069,635

 利息及び配当金の受取額 1,626 2,750 2,916

 利息の支払額 △ 6,409 △ 5,192 △ 12,434

 法人税等の支払額 △ 232,127 △ 221,342 △ 432,806

 営業活動によるキャッシュ・フロー 63,294 △ 92,296 627,311

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

 定期預金の預入による支出 △ 1,180,000 △ 650,000 △ 1,180,000

 定期預金の払戻による収入 1,180,000 650,000 1,180,000

 投資有価証券の取得による支出 △ 1,805 △ 11,819 △ 3,621

 投資有価証券の売却による収入 － 27,819 26,900

 差入保証金の支出 △ 12,828 △ 58,504 △ 54,917

 差入保証金の戻入による収入 42,508 62,217 96,648

 預り保証金による収入 － 6,432 －

 貸付金の返済による収入 50 － 50

 投資活動によるキャッシュ・フロー 27,923 26,146 65,060

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

 短期借入による収入 500,000 500,000 1,000,000

 短期借入金の返済による支出 △ 500,000 △ 500,000 △ 1,000,000

 長期借入金の返済による支出 △ 233,310 △ 128,960 △ 327,910

 配当金の支払額 △ 82,298 △ 82,298 △ 188,111

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 315,608 △ 211,258 △ 516,021

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 △ 224,390 △ 277,409 176,350

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 888,335 1,064,686 888,335

Ⅶ現金及び現金同等物の中間(期末)残高 663,945 787,276 1,064,686



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定)

時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

    同左

(2) デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

    同左

(3) たな卸資産
 移動平均法に基づく原価法に
よっております。

(3) たな卸資産
同左

(3) たな卸資産

    同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産…定率法
ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を
除く）については定額法によっ
ております。
なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。
建物      15～50年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…同左 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…同左 

 

(2) 無形固定資産…定額法 (2) 無形固定資産…同左 (2) 無形固定資産…同左
(3) 長期前払費用…定額法 (3) 長期前払費用…同左 (3) 長期前払費用…同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間会
計期間負担額を計上しておりま
す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額の
うち当期の負担額を計上しており
ます。

(3) 役員賞与引当金

  ―――――

(3) 役員賞与引当金

 役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき、当中間会計期間に見合う分

を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

 役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき、当事業年度に見合う分を計

上しております。
（会計方針の変更） 
 当事業年度から「役員賞与に関
する会計基準」(企業会計基準委員
会 平成17年11月29日 企業会計基
準第4号)を適用しております。 
 この結果、従来の方法に比べ
て、営業利益、経常利益及び税引
前当期純利益が、10,600千円減少
しております。

(4) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末において
発生していると認められる額を計
上しております。 
数理計算上の差異は、翌期一括費
用処理することとしております。

(4) 退職給付引当金 

     同左

(4) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上しております。 
数理計算上の差異は、翌期一括で
費用処理することとしておりま
す。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…長期借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

③ ヘッジ方針

現在又は将来においてヘッジ

対象となる資産、負債が存在す

る場合に限りデリバティブ取引

を利用する方針であり、短期的

な売買差益の獲得や投機を目的

とするデリバティブ取引は行い

ません。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特

例処理が認められる条件をすべ

て満たしているため、その判定

をもって有効性の判定に代えて

おります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

６ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない短期投

資（取得日から3ケ月以内に満期又

は償還期限の到来するもの）から

なっております。

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期投資

（取得日から3ケ月以内に満期又は

償還期限の到来するもの）からな

っております。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日   
  至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号 平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号 平成17年12月9日）を適用し

ております。 

 これまでの資本の部の合計額に相

当する金額は、4,935,911千円であり

ます。  

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

―――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。 

  これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

額に相当する金額は、5,126,215千円

であります。  

 当事業年度における財務諸表につ

いては、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

   422,672千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

   452,854千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

  439,057千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 イ 担保差入資産

建物 495,992千円

土地 1,125,867千円

計 1,621,859千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 イ 担保差入資産

建物 372,249千円

土地 817,500千円

計 1,189,749千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 イ 担保差入資産 

建物 484,392千円

土地 1,125,867千円

計 1,610,259千円

 ロ 債務の内容  ロ 債務の内容  ロ 債務の内容
 

１年以内返済予定 
長期借入金

103,120千円

長期借入金 271,660千円

計 374,780千円

※３ 中間期末日満期手形

 中間期末日満期手形の会計処理
は、手形交換日をもって決済処理し
ております。なお、当中間会計期間
の末日は金融機関の休日であったた
め、次の中間期末日満期手形が中間
期末残高に含まれております。 
  受取手形        503千円

 
１年以内返済予定
長期借入金

79,800千円

長期借入金 147,500千円

計 227,300千円

※３ 中間期末日満期手形

 
     ―――――

１年以内返済予定 
長期借入金

103,120千円

長期借入金 220,100千円

計 323,220千円

※３ 期末日満期手形

事業年度末日満期手形の会計処理
については、手形交換日をもって決
済しております。なお、当事業年度
末日が金融機関の休日であったた
め、次の事業年度末日満期手形が、
当事業年度末残高に含まれておりま
す。 
  受取手形      1,261千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 455千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,228千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,719千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 6,409千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 5,192千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 12,434千円

 

※３ 特別利益の主要項目 

       －

※４ 特別損失の主要項目

投資有価証券評価損 4,560千円

 

 

※３ 特別利益の主要項目

投資有価証券売却益 12,979千円

※４ 特別損失の主要項目

減損損失 8,710千円

 

 

※３ 特別利益の主要項目

投資有価証券売却益 12,340千円

※４ 特別損失の主要項目

商品資材廃棄損 17,401千円

投資有価証券評価損  4,560千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 16,384千円

無形固定資産   － 千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 13,797千円

無形固定資産 125千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 32,769千円

無形固定資産 － 千円

※６ 減損損失 ※６ 減損損失 ※６ 減損損失
 
     ―――――

 当中間会計期間において、当社
は、以下の資産について減損損失を
計上しております。

     ―――――

 

用途 種類 場所 金額

直営店舗 
(6店舗）

リース
資 産

東京都他 8,710千円

 当社は、キャッシュ・フローを生
み出す最小単位として、店舗を基本
単位とした資産のグルーピングを行
っております。 
 営業活動から生じる損益が、継続
してマイナスである資産グループの
帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額8,710千円（リース資
産）を減損損失として特別損失に計
上しております。また、資産グルー
プの回収可能価額はリース資産の使
用価値により測定しており、将来キ
ャッシュフローを資本コストの3％で
割り引いて算定しております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
２ 自己株式に関する事項 

 
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
２ 自己株式に関する事項 

 
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 4,703 － － 4,703

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 264 － － 264

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり配当額 

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月22日 
定時株主総会

普通株式 82,298 17.50 平成18年３月31日 平成18年６月23日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 105,812 22.50 平成18年９月30日 平成18年12月６日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 4,703 － － 4,703

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 264 － － 264

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり配当額 

(円)
基準日 効力発生日

平成19年６月21日 
定時株主総会

普通株式 82,298 17.50 平成19年３月31日 平成19年６月22日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 94,055 20.00 平成19年９月30日 平成19年12月５日



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
２ 自己株式に関する事項 

 
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 4,703 － － 4,703

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 264 － － 264

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり配当額 

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月22日 
定時株主総会

普通株式 82,298 17.50 平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 105,812 22.50 平成18年９月30日 平成18年12月６日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 82,298 17.50 平成19年３月31日 平成19年６月22日

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  (平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,843,945千円

預入れ期間が3カ月
を超える定期預金

△1,180,000千円

現金及び現金同等物 663,945千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

  (平成19年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,967,276千円

預入れ期間が3カ月
を超える定期預金

△1,180,000千円

現金及び現金同等物 787,276千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

  (平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,244,686千円

預入れ期間が3カ月
を超える定期預金

△1,180,000千円

現金及び現金同等物 1,064,686千円



(リース取引関係) 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額  

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 

相当額 
(千円)

器具備品 1,434,797 686,608 748,188

その他 182,886 68,643 114,242

合計 1,617,683 755,251 862,431

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価
償却 
累計額 
相当額 
(千円)

減損
損失 
累計額
相当額
(千円)

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

器具 
備品

1,496,969 762,670 8,710 725,588

その他 218,754 96,034 － 122,719

合計 1,715,723 858,705 8,710 848,308  

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 1,477,132 792,581 684,551

その他 235,424 90,829 144,595

合計 1,712,557 883,411 829,146

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 370,578千円

１年超 504,893千円

合計 875,472千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 388,986千円

１年超 482,573千円

合計 871,559千円

リース資産減損勘
定の残高

8,710千円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等    

 未経過リース料期末残高相当額 

     

１年内 370,610千円

１年超 472,108千円

合計 842,718千円

 

(3) 当中間会計期間の支払リース

料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失  

支払リース料 228,849千円

減価償却費相当額 218,706千円

支払利息相当額 11,114千円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失

支払リース料 233,420千円

リース資産減損勘
定の取崩額

－千円

減価償却費相当額 222,259千円

支払利息相当額 12,179千円

減損損失 8,710千円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

 

支払リース料 453,033千円

減価償却費相当額 432,552千円

支払利息相当額 22,246千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

      同左
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法

     同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

      同左

(5) 利息相当額の算定方法

      同左

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
 ２ 時価のない有価証券の主な内容 

 
  
当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
 ２ 時価のない有価証券の主な内容 

 
  
前事業年度末(平成19年３月31日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
 ２ 時価のない有価証券の主な内容 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

    当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているので、記載の対象から除いています。 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

    当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているので、記載の対象から除いています。 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

    当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているので、記載の対象から除いています。 

                                   

(ストップ・オプション等関係) 

前中間会計期間末(自平成18年４月１日至平成18年９月30日) 

   該当事項はありません。 

当中間会計期間(自平成19年４月１日至平成19年９月30日) 

   該当事項はありません。 

前事業年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

   該当事項はありません。 

                             

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 74,211千円 131,523千円 57,311千円

中間貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 10,000千円

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 48,446千円 83,445千円 34,999千円

その他 10,000千円 9,747千円 △253千円

合計 58,446千円 93,192千円 34,746千円

中間貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 10,000千円

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 61,466千円 118,338千円 56,871千円

貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 10,000千円



(持分法投資損益等) 

前中間会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30日) 

   該当事項はありません。 

当中間会計期間(自平成19年４月１日至平成19年９月30日) 

   該当事項はありません。 

前事業年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

   該当事項はありません。 

                                                                       

(企業結合等関係) 

   該当事項はありません。 

                                               

(１株当たり情報) 

 
                                 

(注) 1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
                                  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30日) 

  該当事項はありません。 

当中間会計期間(平成19年４月１日至平成19年９月30日) 

  該当事項はありません。 

前事業年度(平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

  該当事項はありません。 

                                                                            

(2) 【その他】 

平成19年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  (イ)中間配当による配当金の総額 ………………………             94,055千円 

  (ロ)１株当たりの金額 ……………………………………            20.00円 

  (ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日 ……………       平成19年12月５日 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,049.57円 １株当たり純資産額 1,106.99円 １株当たり純資産額 1,090.04円

１株当たり中間純利益 51.32円 １株当たり中間純利益 41.45円 １株当たり当期純利益 114.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

      同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算上の中間(当期)純利益 241,346千円 194,925千円 537,725千円

普通株式に係る中間（当期）純利益 241,346千円 194,925千円 537,725千円

普通株主に帰属しない金額の内訳

－ － －

普通株式の期中平均株式数 4,702千株 4,702千株 4,702千株



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

     事業年度 第26期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

     平成19年６月22日関東財務局長に提出 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

     事業年度 第26期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

     平成19年10月１日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社 ハウス オブ ローゼ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウス オ

ブ ローゼの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１

８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ハウス オブ ローゼの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から

平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 居 伸 浩 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月14日

株式会社 ハウス オブ ローゼ 

取  締  役  会 御中 

  
 

  
 

                                       
 

                                                  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハウス オブ ローゼの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２７

期事業年度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、す

なわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ハウス オブ ローゼの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   岩  渕 信  夫

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   菅  原 隆  志

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   新  居 伸  浩

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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